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1 はじめに 






ー効果は非常に複雑であり，Haveman and Wolfe (1984) は教育のスピルオーバー効果の定
義について，合計 12 項目にまとめている。 
Glomm and Ravikumar (1998)，Kaganovich and Zilcha (1999) は内生的成長モデルに基づいて
教育支出，人的資本及び経済成長間の運用システムについて論述し，公共教育支出は人的資
本の蓄積に影響を与えることによって，長期的経済成長に影響を与えることを証明した。
Blankenau and Simpson (2004) は，内生的モデルに基づき，人的資本を蓄積する上で鍵となる































































,  ,,0i             (2) 
このうち Y  はモデルの被説明変数， X  は説明変数， i  はラグ期，  と   は切片項
とランダム項である。 0  が表すのは X  が Y  に与える短期的影響，すなわち即時的乗
数であり，   ,,2,1 ii  を動学乗数または遅延係数と呼ぶ。 0i i  が表すのは X  
が Y  に与える長期的影響，すなわち均衡乗数である。 j  は推定待ちのパラメータであ
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n  が既知である場合はパラメータ  njj ,,3,2   を推定することができ，それによ
って i  を確定することができるため，対応する短期乗数と動的乗数も確定することがで
きる。しかし実際には n  は未知であり，しかも n  が変わればモデルも変わり，計算に
よって得られる i  も変わる可能性があるため，その結果として誤差が発生してしまう。
したがって，重要となるのはどのように n  を確定するかであり，このプロセスもモデル
選択のプロセスになるのである。これについて，Mitchell and Speaker (1986) は n  の参考







itiitittitiitit vZXyyyy   ''1,1, )log()log()log()log(      (5) 
このうち， ity  は地域の一人あたりの生産高であり， )(log ity  が表すのが一人あたり生
産高の年度成長率である。ベクトル    ,,, 2,1, titiitit xxxX  の要素 itx  は教育支出が
GDP に占める割合を表し， itZ  は一組のコントロール変数を表す。 iv  は観測できず，ま
た時間とともに変化しない個体特徴であり， it  は時間や個体とともに変化する撹乱項で
ある。 it  が独立同分布で，さらに iv  と相関関係がないものだと仮定した場合，下付き





く 30 の省及び直轄市のデータを使用した。全ての名目変数はいずれも 1997 年を基準にし
て換算したものを実質値とした。また，我々も経済成長に関する既存研究で利用されたコ
ントロール変数の選択に従い，人口増加率 (Popgr) は労働力要素が経済成長に与える影響，











入が GDP に占める割合 (Trade) は経済の開放度を表している。また，各地域における 1
万人あたりの特許申請数，すなわち特許数 (Patent) はその地域のサイエンステクノロジー
やイノベーションのレベルを表している。各変数の記述統計量は表 1 に示す通りである。 
表 1 各変数の記述統計 
変数 サンプルサイズ 平均 標準偏差 最小值 最大值 
Log(y) 480 9.442 0.735 7.716 11.177 
x 480 0.027 0.012 0.011 0.091 
Investment 480 0.444 0.124 0.039 1.050 
Industry 480 0.879 0.372 0.494 3.368 
Popgr 480 5.845 3.265 −1.900 14.850 
Edu 480 8.039 1.056 4.690 11.840 
Trade 480 0.346 0.709 0.032 12.805 
Inequality 480 2.665 0.753 1.300 5.580 
Urbangr 480 0.444 0.162 0.170 0.890 
Government 480 0.141 0.069 0.023 0.521 
Patent 480 1.788 4.068 0.012 47.266 
2.3 実証結果 
モデル (5) について適切な方法で推定を行ったところ，動学的パネルデータ，プーリン
グ OLS 及び固定効果推定 (FE) で得られたパラメータ推定量は一致しなかった。Arellano 






この問題を解決するためには「水平 GMM」，すなわち差分前の「水平方程式」 (level 
equation) について，差分変数を水平変数の操作変数とし，差分方程式と水平方程式を一つ
のシステムとして GMM 推定を行うという方法を採用する。これはシステム GMM (System 





推定に分けられる。Bond et al (2001) は，有限サンプルの場合，二段階 GMM 推定では標
準誤差が比較的低くなり，統計の推定結果に影響が生じやすくなると述べている。では，











Hansen 検定であればその限界を補うことが可能である。Sargan 検定は Hansen 検定の等分
散条件における特例である。そのため本稿ではモデル推定を行う前に，まずグループ間の
不均一分散検定を行った。その結果モデルに不均一分散が存在したため，本稿では操作変
数の有効性検定においては Hansen 検定のみを報告する。推定結果については表 2 に示す通
りである。 
 表 2 の第 i 列と第 ii 列はそれぞれプーリング OLS 推定と固定効果推定を報告したもので
あるが，ラグ項の係数がマイナスという結果は，これまでの多くの研究と一致しているこ
とが分かった。そしてモデル推定において，モデル (4) とモデル (5) を組み合わせると，
推定されるパラメータは ,, 32   である。教育変数における n  の選択にしては，残
差平方和と自由度の比及び教育変数の有意性問題を総合的に考慮した結果，最終的に n  
を 3 とした。しかも推定した系数も予測と一致した。第 iii – vii 列は全ての先決変数とコ




GMM 推定の信頼性を調べるため，プーリング OLS 推定のラグ項と固定効果推定のラグ項
についてそれぞれ比較を行ったところ，プーリング OLS 推定の被説明変数のラグ項係数は
比較的高く（−0.057），固定効果推定の被説明変数のラグ項係数は比較的低かった（−0.141）。
そのため合理的な GMM 推定値は (−0.141，−0.057) の間とみることができる。DIF-GMM









表 2 GMM推定結果 [1] 
変数 















)log( 1ty  
-0.026 ***  
(-4.47) 
-0.073 ***  
(-6.13) 
-0.152 ***  
(-5.28) 
-0.129 ***  
(-4.82) 
-0.088 *  
(-1.71) 
-0.057 ***  
(-4.02) 
-0.141 ***  
(-5.96) 
)2( nx  24.580
***  
(5.00) 
34.413 ***  
(4.71) 
44.158 ***  
(4.62) 
44.512 ***  
(4.55) 
42.408 ***  
(3.35) 
25.503 ***  
(4.61) 
39.903 ***  
(5.03) 
)3( nx  -30.278
***  
(-4.99) 
-39.508 ***  
(-4.66) 
-48.123 ***  
(-4.87) 
-48.395 ***  
(-4.78) 
-47.45 ***  
(-3.64) 
-30.553 ***  
(-4.62) 
-43.962 ***  
(-5.27) 
Investment 











  -0.058 **  
(-2.40) 




-0.019 **  
(-2.12) 
-0.057 ***  
(-3.02) 
Popgr 

































  0.002 
(0.08) 









  0.78 ***  
(3.83) 






0.646 ***  
(4.25) 
Government 
  -0.784 *  
(-1.76) 



















AR (1) 検定   0.000 0.000 0.001   
AR (2) 検定   0.148 0.115 0.118   
Hansen 検定   1.000 1.000 1.000   
観測値の数 480 480 480 480 480 480 480 
注：カッコ内は不均一分散の安定した t 統計量であり，***，**，および * はそれぞれ 1%，5%，10%の
有意水準で帰無仮説を棄却したことを表す。POLS と FE はそれぞれプーリング OLS 推定と固定効果推定
を表す。また DIF，SYS1，SYS2 はそれぞれ DIF-GMM 推定，一段階システム GMM 推定，二段階システ









SYS1 を例に教育系数の説明を行い，我が国の教育投資の効果を見出していく。式 (4) を
踏まえて分析を行ったところ，SYS1 の結果にある 44.512 が式 (4) の 2 であり，−48.395
は式 (4) の 3 であった。式 (4) を利用すると教育投資の分布ラグ項の係数が計算できる
が，この係数が t  年目の即時的影響である。そして，この即時的影響を年ごとに蓄積し
ていくと教育投資の累積的影響が得られる。図 1 と図 2 は教育投資が経済成長に与える即
時的影響と累積的影響である。計算の結果，最初の年の教育投資は経済成長率に対してマ
イナスの影響を与えることがわかる。つまり，教育支出の GDP に占める割合が 0.001 単位
増加すると経済成長率は 0.388 ポイント下落する。しかし一年後，教育投資が経済成長率



































     (6) 
ここで， it は平均値がゼロでありさらに系列相関がない攪乱項， itc は itx と関係のあるラ
ンダムウォーク系列で， ittiittiit edxcc   101, と設定する。 id は観測できず，
時間とともに変化しない個体効果， te は観測できない時間効果である。また， it は平均
値をゼロとするランダムショックであり， itc がランダムウォーク系列であることから，式 
(6) のランダム項は   ts isit 1 に変わる。 it は一時的ショック， it は永久かつ連続的シ
ョックである。 













  (7) 
経済がバランスのとれた成長ルートにある時，経済成長率は変化しないため， )log( ity =
)log( 1,  tiy = )log()log( ,2, ptiti yy    である。このように長期的に安定した状態にお
いて，教育投資が経済成長率に与える「成長効果」は  p 211 1  であり，
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「水準効果」は    pp   2110 1  である。そして it  がランダム
ウォーク過程である時にはじめて，一階差分モデルにおける誤差項 it は系列相関がなく
なる。さもないと，式 (7) に対してプーリング OLS 推定を採用した時のパラメータ推定
量は偏りがありしかも一致しなくなる。もしも it に系列相関がない場合，内生変数 2t  
期及びそれよりさらに離れたラグ項を使用してモデルの操作変数とすることができる。こ
のような動学的パネルモデルに対しても GMM 推定法を用いて推定を行う。 
表 3 GMM推定の結果 [2] 
変数 






















)log( 2 ty  0.055 (1.11) 
0.183 ***  
(5.08) 
0.197 ***  
(4.61) 
0.313 ***  
(6.07) 
0.364 ***  
(4.51) 
)log( 3 ty  0.016 (0.36) 
0.182 ***  
(4.16) 
0.194 ***  
(4.30) 
0.226 ***  
(3.43) 
0.274 **  
(2.39) 
tx  
3.418 ***  
(5.24) 
1.432 **  
(2.66) 
1.305 **  
(2.27) 
1.187 ***  
(4.90) 
1.367 ***  
(3.26) 
1 tx  -8.74
***  
(-5.30) 
-7.623 ***  
(-5.92) 
-7.743 ***  
(-5.96) 
-7.857 ***  
(-6.02) 
-9.611 ***  
(-4.52) 
2 tx  -3.252
***  
(-3.17) 
-4.522 ***  
(-6.20) 
-4.559 ***  
(-6.29) 
-4.597 ***  
(-6.31) 
-5.941 ***  
(-4.01) 
3 tx  -1.986
***  
(-3.55) 
-2.857 ***  
(-6.36) 
-2.823 ***  
(-6.47) 
-2.505 ***  
(-3.98) 





2.045 **  
(2.66) 
1.962 **  
(2.27) 
2.937 ***  
(4.90) 





-21.432 ***  
(-7.03) 
-22.744 ***  
(-7.130) 
-37.025 ***  
(-6.86) 
-63.772 ***  
(-4.62) 
AR (1) 検定   0.000 0.000 0.003 
AR (2) 検定   0.072 0.181 0.230 
Hansen 検定   1.000 1.000 1.000 
注：カッコ内は不均一分散の安定した t 統計量であり， *** ， ** ， * はそれぞれ 1%，5%，10%の有意水準
で帰無仮説を棄却したことを表す。固定効果モデル以外のその他の全てのモデルはいずれも時間効果をコ
ントロールした年度ダミー変数及び個体効果をコントロールした省のダミー変数を含んでいる。固定効果
モデルにダミー変数を加えた後の結果は POLS の結果と一致したため，ダミー変数を除去した。GMM 推
定においては， )log( 1 ty ， )log( 2 ty ， )log( 3 ty ， tx ， 1 tx ， 2 tx を内生変数とみなし，操作





 表 3 の結果から分かる通り，どの推定方法であっても教育投資の「成長効果」はいずれ
も明らかにプラスであり，「水準効果」はいずれも明らかにマイナスを示している1。この
結果から，モデルの攪乱項には 1 階の系列相関が存在し，DIF-GMM 推定には 2 階の系列























 本稿では中国の 1997-2012 年における省のパネルデータを用いて動学的分布ラグモデル
を確立し，GMM 推定法を適用して GDP に占める教育支出の割合が経済成長に与える影響
について研究を行った。研究の結果，一部変数（例：投資，人口増加率，政府支出，都市
                                                        
1 長期間における「成長効果」と「水準効果」の係数の推算及び標準誤差は非線形性変換を採用して得た
ものである。 
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